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研究成果の概要（和文）：　東京電力福島第一原子力発電所事故後の広域避難の実態調査から、情報面の課題、
避難者からの連絡、健康保険転送、二次避難所、学校教育再開などにおいて多くの問題があったことが再確認さ
れた。
　また福島第一原子力発電所事故以降、原子力発電所立地自治体において原子力防災計画が再検討されてきた。
広域避難に関し、福島原発事故の教訓が共有されていないこと、また多くの自治体が原子力災害時の広域避難は
うまくいくのか不安を抱えていることが明らかになった。
　自然災害における広域避難についても検討した。直系親族をたよる縁故避難が主流となること、情報の発信の
仕方によって避難率が異なるという情報の重要性も明らかとなった。

研究成果の概要（英文）：　The research of wide-area evacuation after the accident at TEPCO's 
Fukushima Dai-ichi NPP reconfirmed that there were many problems in the immediate aftermath, such as
 information issues, communication from evacuees, health insurance transfer, secondary evacuation 
centers, and resumption of school education.
　Since the accident, local governments in the areas where nuclear power plants are located have 
been re-examining their nuclear disaster prevention plans. With regard to wide-area evacuation, it 
became clear that the lessons learned from the accident have not been shared and that many local 
governments have concerns about the success of wide-area evacuation in the nuclear disaster.
　The study also examined wide-area evacuation in the case of natural disasters. It became clear 
that the mainstream of evacuation is to rely on immediate relatives, and the importance of 
information such as the evacuation rate varies depending on how the information is disseminated.

研究分野： 災害情報

キーワード： 東日本大震災　原子力防災　東京電力福島第一原子力発電所事故　広域避難　風評被害　首都直下地震
　南海トラフ巨大地震
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研究成果の学術的意義や社会的意義
　東京電力福島第一原子力発電所事故は世界的にも初めての大規模緊急広域避難であった。本研究はこれを教訓
とし、災害時の大規模緊急広域避難の課題を明らかにし、避難時の混乱を低減させること、大規模緊急広域避難
にける災害情報の情報提供方策について明らかにすることを目的とした。
　東京電力福島第一原子力発電所事故とその後、再検討された原子力防災における広域避難について分析した。
また自然災害についても南海トラフ巨大地震、首都直下地震についても同様の課題が存在することを確認した。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
 
１．研究開始当初の背景 
東京電力福島第一原子力発電所事故は世界的にも初めての大規模緊急広域避難である。だが、

大規模広域避難については研究が本格的には行われていないし、検討も十分になされていない。
そこで、今後、大規模広域避難が考えられる、首都直下地震、南海トラフ巨大地震、原子力の広
域避難に活かすべく、これらを詳細に検討する必要があった。 

 
２．研究の目的 
東京電力福島第一原子力発電所事故は世界的にも初めての大規模緊急広域避難である。本研

究はこの事故を教訓とし、大規模緊急広域避難の初動をあらかじめ予測し、避難時の混乱を低減
させること、大規模緊急広域避難における災害情報の適切な伝達内容・手法など情報提供方策に
ついて明らかにすることを目的とする。そのため、東京電力福島第一原子力発電所事故における
避難状況をデータセントリックな視座から全体的に把握する。既存の調査に、新たな調査を実施
し、大規模緊急広域避難の防災・減災策を社会情報学的視座から考察する。 
 
３．研究の方法 
本研究では、世界的にも初めての大規模緊急広域避難である東京電力福島第一原子力発電所

事故における避難状況を全体的に把握する。このため申請者らが実施してきた調査データに加
え、緊急時の Shadow Evacuation について新たな調査を実施した。 
また、それらに大きな影響をあたえた行政の緊急避難および情報共有の課題についてヒアリ

ングを総括し、大規模な緊急広域避難時に行政に必要な、組織体制、隣接市町村との関係、住民
との情報共有体制、国県との連絡体制、ロジスティックスについて明らかにすることとした。 
上記の知見を総括し、大規模な緊急広域避難における混乱を低減させるために、大規模緊急広

域避難が発生したときの対策および情報提供方策について考察した。 
(1)東京電力福島第一原子力発電所事故後の広域避難の実態調査 

東京電力福島第一原子力発電所事故後の広域避難について、調査データを整理しつつ、全体
像の把握を行った。また、過去の調査では十分に実態が把握されていない、20km 圏外の住民
において避難勧告・指示がなくとも避難をおこなった緊急時の自主避難（自主的避難）
「Shadow Evacuation」についての検討をすすめた。具体的には、福島県内の双葉８町村以
外の市町村において、東京電力福島第一原子力発電所事故後に一時的に避難したが、既に自
宅に戻っている人について人数、状況などを把握するための基礎的データを収集するための
調査を実施した。また、浪江町を中心として、行政組織そのものの避難における課題につい
てもヒアリング調査を継続した。 

(2)南海トラフ巨大地震における広域避難・長期避難 
2018 年度 6 月 29 日～8 月 7 日にかけて、南海トラフ巨大地震に関する調査を実施した。日
本放送協会との協力のもと、高知市、静岡市清水区（いずれも 5m 以上の浸水想定域）、静岡
市葵区を対象に、郵送調査（世帯配布）を実施した。531 標本（回収率 17.7%）内訳 高知
市：172 標本（回収率 17.3%）、静岡市清水区：134 標本（回収率 13.4％）を得た。 

(3)首都直下地震における避難 
2019 年 11 月～３月にかけて、３波のパネル調査を実施した。これは首都直下地震における
避難にかんして、2019 年 12 月に日本放送協会で放送された NHK のキャンペーン放送体感首
都直下地震ウィーク「NHK スペシャル シリーズ 体感 首都直下地震」「ドラマ パラレル
東京」にあわせて第 1波 10,680 票（2019 年 11 月 29 日～12月 1日）、第 2波 8,329 票（2019
年 12 月 11 日～12月 12 日）、第 3波 7,349 票（2020 年 3月 2～23 日）の調査を実施した。 

(4)原子力防災対策と広域避難 
2018 年から 2019 年にかけて、立地県および隣接県における大規模広域避難を中心に原子力
防災の現状についてのヒアリング調査を開始した。ヒアリングは２県のみ調整できなかった。
2020 年度は、10 月から 12 月にかけて、広域避難計画の対象になる全国の原発 5 ㎞圏内の
PAZ、原発 30 ㎞ UPZ を含む立地・隣接の 21 道府県、立地・隣接の市町村 135 市町村中 134
町村（福島県双葉町を除く）、電力会社 10社（北海道電力、東北電力、東京電力、中部電力、
北陸電力、関西電力、中国電力、四国電力、九州電力、日本原子力発電）へのアンケート調
査、および茨城県での調査等を行い、回答を得て、その分析を行った。そして、事前の情報
伝達、モニタリング、屋内退避、退域時検査、ヨウ素剤、要援護者の避難等についての分析
を実施した。 

 
４．研究成果 
 主な研究成果としては、下記４点があげられる。 
(1)東京電力福島第一原子力発電所事故後の広域避難の実態調査 

東京電力福島第一原子力発電所事故後の広域避難について、全体像および特に浪江町につい
て集中的に分析した。浪江町職員を中心にヒアリング調査を実施した。なお、これはほぼ職



域全体の調査は終了し、確定段階に入っているところである。直後、情報面の課題、避難者
からの連絡、保険転送、二次避難、教育再開などにおいて多くの課題があったことが分かっ
た。また、この調査は今後、県、他市町村へと広げ、福島第一原子力発電所事故における広
域避難の全体像把握につなげていく予定である。 

(2)南海トラフ巨大地震における広域避難・長期避難 
南海トラフ巨大地震における広域避難・長期避難について、アンケート調査を実施、分析し
た。情報の発出の仕方や周囲の状況で避難率などが大きく変化すること、縁故避難など福島
第一原子力発電所事故における避難と同様の課題をかかえていることが分かった。 

 

表１ 想定される避難先 

 

 
(3)首都直下地震における避難 

首都直下地震における避難について、アンケート調査を実施し、広域避難についての認識に
ついて調査を実施、分析を実施した。火災からの広域避難について極めて理解が不足してお
り、混乱が生じるであろうことが分かった。放射性物質を要因とする原子力事故からの広域
避難同様、事象の理解が必要であることが分かった。 

(4)原子力防災対策と広域避難 
東京電力福島第一原子力発電所事故後の原子力防災対策と広域避難について、立地・隣接都
道府県へのヒアリングおよびアンケート調査、ＵＰＺ圏内市町村および 10 事業者への調査
を実施した（現在、分析中である）。福島原発事故時の教訓が共有されていないこと、また
多くの自治体がうまくいくのか不安を抱えていることが明らかになった。 

 
 東京電力福島第一原子力発電所事故後の広域避難の実態調査から、直後、情報面の課題、避難
者からの連絡、保険転送、二次避難、教育再開などにおいて多くの課題があったことが再確認さ
れた。福島第一原子力発電所事故以降の各地で再検討された原子力防災について、広域避難に関
しては、福島原発事故時の教訓が共有されていないこと、また多くの自治体がうまくいくのか不
安を抱えていることが明らかになった。また、自然災害においては広域避難においては直系親族
をたよる縁故避難が主流となること、情報の発信の仕方によって避難率が異なることなど情報
の重要性も明らかとなった。 

短期避難
問６　もし、地震が発生し、緊急地震速報、大津波警報など地震や津波に関する情報を得て、すぐに避難をすることになった場合、あなたはどこに避難しますか

緊急避難場所
や高台

祖父母、父母、
子どもなどの家 親戚の家

知人・友人の
家

指定された避
難所

ホテル・旅館 車中泊 その他 わからない 無回答

全  体 531 53.3 ％ 1.3 ％ 0.2 ％ 34.1 ％ 0.4 ％ 1.1 ％ 3.4 ％ 2.4 ％ 3.8 ％

高知市 172 64.0 ％ 1.7 ％ 19.2 ％ 0.6 ％ 5.2 ％ 2.3 ％ 7.0 ％

静岡市清水区 134 64.9 ％ 0.7 ％ 0.7 ％ 25.4 ％ 1.5 ％ 0.7 ％ 3.0 ％ 1.5 ％ 1.5 ％

静岡県葵区 225 38.2 ％ 1.3 ％ 50.7 ％ 1.8 ％ 2.2 ％ 3.1 ％ 2.7 ％

ケース１
問８　もし仮に、自分の居住地に地震が起きる前に、長期に避難をすることになった場合、あなたはどこに避難しますか

祖父母、父母、
子どもなどの家 親戚の家

知人・友人の
家

指定された避
難所

ホテル・旅館 車中泊 その他 わからない 無回答

全  体 531 19.2 ％ 5.6 ％ 1.3 ％ 42.9 ％ 1.1 ％ 3.2 ％ 2.3 ％ 21.7 ％ 2.6 ％

高知市 172 19.8 ％ 4.7 ％ 1.2 ％ 44.8 ％ 1.2 ％ 1.7 ％ 2.3 ％ 19.8 ％ 4.7 ％

静岡市清水区 134 21.6 ％ 11.9 ％ 2.2 ％ 31.3 ％ 0.7 ％ 5.2 ％ 2.2 ％ 22.4 ％ 2.2 ％

静岡県葵区 225 17.3 ％ 2.7 ％ 0.9 ％ 48.4 ％ 1.3 ％ 3.1 ％ 2.2 ％ 22.7 ％ 1.3 ％

ケース２
問１３　南海トラフ沿いでマグニチュード７程度の地震が発生した時（ケース２）、もし仮に、避難するとしたら、あなたはどこに避難しますか

祖父母、父母、
子どもなどの家 親戚の家

知人・友人の
家

指定された避
難所

ホテル・旅館 車中泊 その他 わからない 無回答

全  体 531 12.8 ％ 4.9 ％ 0.8 ％ 58.0 ％ 1.1 ％ 2.8 ％ 3.2 ％ 15.1 ％ 1.3 ％

高知市 172 12.8 ％ 5.2 ％ 0.6 ％ 62.8 ％ 0.6 ％ 1.7 ％ 4.1 ％ 10.5 ％ 1.7 ％

静岡市清水区 134 13.4 ％ 9.0 ％ 1.5 ％ 46.3 ％ 0.7 ％ 3.0 ％ 4.5 ％ 19.4 ％ 2.2 ％

静岡県葵区 225 12.4 ％ 2.2 ％ 0.4 ％ 61.3 ％ 1.8 ％ 3.6 ％ 1.8 ％ 16.0 ％ 0.4 ％

長期避難
問１９　もし、地震が発生して被害に遭われて、家に住めなくなり、長期的に避難せざるを得なくなった場合、まず避難するとしたらあなたはどこに避難しますか

祖父母、父母、
子どもなどの家 親戚の家

知人・友人の
家

指定された避
難所

ホテル・旅館 車中泊 その他 わからない 無回答

全  体 531 20.0 ％ 8.9 ％ 0.9 ％ 44.6 ％ 1.3 ％ 2.6 ％ 3.0 ％ 16.2 ％ 2.4 ％

高知市 172 18.6 ％ 9.9 ％ 1.2 ％ 41.9 ％ 1.7 ％ 3.5 ％ 3.5 ％ 15.7 ％ 4.1 ％

静岡市清水区 134 17.2 ％ 13.4 ％ 0.7 ％ 41.8 ％ 1.5 ％ 1.5 ％ 3.7 ％ 18.7 ％ 1.5 ％

静岡県葵区 225 22.7 ％ 5.3 ％ 0.9 ％ 48.4 ％ 0.9 ％ 2.7 ％ 2.2 ％ 15.1 ％ 1.8 ％
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and Unchanges of Risk Perception and Reputation Damage

原子力災害における風評被害のメカニズムと8年後の課題

福島県内外の「見方」 「考え方」の違い

災害情報と避難行動―気象災害を考える―，日本河川協会「河川講習会」

 ３．学会等名

第3回環境創造シンポジウム「ふくしまウチ⇔ソトDISCUSSION」，福島県環境創造センター：三春町（招待講演）
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2018年

2018年

2018年

 ２．発表標題

 ２．発表標題

 ２．発表標題

 ２．発表標題

2018 UT-SNU-NCCU Joint SymposiumーRISK，MEMORY AND DEMOCRACY: Key communication Issue In East Asia（招待講演）（国際学会）

InterBEE 2018（招待講演）

第31回リスク研究学会（招待講演）

第31回リスク研究学会

 ３．学会等名

 ３．学会等名

 ３．学会等名

 ３．学会等名

関谷直也

関谷直也

関谷直也

 ４．発表年

 ４．発表年

 ４．発表年

 ４．発表年

 １．発表者名

 １．発表者名

 １．発表者名

災害時における情報活用

エマージングリスクとしての原子力災害―原子力事故における避難行動・防護行動の課題

トリチウム・汚染水問題の社会的影響―汚染水をめぐる課題と国際比較調査

International Comparative Study on Risk Perception after the Accident at the Fukushima Nuclear Power Stations of Tokyo
Electric Power Company.

 １．発表者名
Naoya Sekiya
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全国商工会議所観光振興大会（招待講演）

 ２．発表標題

 ３．学会等名

 ３．学会等名

日本災害情報学会20周年記念大会・日本災害復興学会10周年記念大会合同大会記念シンポジウム「災害における『検証』とは何か？」（招
待講演）

日本災害情報学会20周年記念大会・日本災害復興学会10周年記念大会合同大会

 ３．学会等名

 ３．学会等名

 ２．発表標題

横田崇・関谷直也・赤石一英・安本真也

 ２．発表標題

関谷直也

安本真也・関谷直也

関谷直也

第43回地域安全学会研究発表会

 ４．発表年

 ４．発表年

 １．発表者名

 ４．発表年

 ４．発表年

 １．発表者名

避難の意思決定モデルの構築

風評被害のメカニズム

なぜ北海道と近畿地方において福島県産品に対する不安感が高いのか―地方紙による議題設定に着目して―

東京電力福島原子力発電所事故の検証

 １．発表者名

 １．発表者名

 ２．発表標題
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 ２．発表標題

 ３．学会等名

 ３．学会等名

 ３．学会等名
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日本災害情報学会20周年記念大会・日本災害復興学会10周年記念大会合同大会

日本災害情報学会20周年記念大会・日本災害復興学会10周年記念大会合同大会

安本真也・石濱陵・森野周・関谷直也

関谷直也・安本真也・石濱陵・森野周

高井彬名・秦康範・関谷直也

安本真也・石濱陵・森野周・関谷直也

日本災害情報学会20周年記念大会・日本災害復興学会10周年記念大会合同大会

日本災害情報学会20周年記念大会・日本災害復興学会10周年記念大会合同大会
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 ４．発表年

 ４．発表年

 ４．発表年

 １．発表者名

 １．発表者名

 １．発表者名

「南海トラフ地震に関連する情報」に対する住民の対応―避難に対する意識に着目して―

「南海トラフ地震に関連する情報」における避難意図と状況依存

緊急地震速報を用いた抜き打ち型避難訓練の児童の対応行動に関する一考察

「南海トラフ地震に関連する情報」に対する住民の対応―静岡市と高知市の地区比較より―

 １．発表者名

 ２．発表標題

 ２．発表標題
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第37回日本自然災害学会学術講演会

第37回日本自然災害学会学術講演会
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齋藤さやか・関谷直也・木村匠・中村真也

安本真也・牛山素行・関谷直也

関谷直也・安本真也・石濱陵・森野周

 ４．発表年

 ４．発表年

 ４．発表年

 ４．発表年

 １．発表者名

 １．発表者名

 １．発表者名

風評被害のメカニズムー放射線災害の社会過程

沖縄県における台風と防災行動?住民意識と観光危機管理に関する実証分析

平成28年台風10号災害における岩泉町での避難行動の分析

「南海トラフ地震に関連する情報」の社会的影響

 １．発表者名
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2018年

2018年

2018年

 ２．発表標題

 ３．学会等名

 ３．学会等名

自治体消防70周年記念富山県防火・防災推進大会（招待講演）

ワークショップ「地震予測の現状と防災情報を生かすには」（招待講演）

 ３．学会等名

 ３．学会等名

関谷直也

 ２．発表標題

関谷直也

齋藤さやか・関谷直也・木村匠・中村真也

関谷直也

日本心理学会第82回大会

第42回地域安全学会研究発表会（春季）

 ２．発表標題

 ４．発表年

 ４．発表年

 １．発表者名

 ４．発表年

 ４．発表年

 １．発表者名

南海トラフ巨大地震関連情報への対応

原子力災害・原子力防災に向き合う心理学

沖縄における災害文化―台風上州地域の防災意識・防災行動に関する実証研究

日本海側における津波への備え方－東日本大震災における津波防災と日本海側沿岸部における津波防災の違い－

 １．発表者名

 １．発表者名

 ２．発表標題
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2018年
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 ３．学会等名

 ３．学会等名

 ３．学会等名

 ３．学会等名

2018年日本建築学会東北大会・都市計画委員会研究協議会

Integrated Disaster Risk Management (IDRiM) Society（国際学会）

越山健治

Kenji　KOSHIYAMA

越山健治

則藤孝志・関谷直也・小山良太・中村陽人

日本災害情報学会20周年記念大会・日本災害復興学会10周年記念大会合同大会

第66回地域農林経済学会大会

 ２．発表標題

 ４．発表年

 ４．発表年

 ４．発表年

 ４．発表年

 １．発表者名

 １．発表者名

 １．発表者名

仮住まいの復興デザインに関する論考

Sheltering Characteristics after the Great East Japan Earthquake

近年の災害後の避難所避難者人数の推移

東京電力福島第一原子力発電所事故後の福島県における 学校給食の地産地消をめぐる構造的問題

 １．発表者名

 ２．発表標題

 ２．発表標題
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 ２．発表標題
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 ２．発表標題
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 ３．学会等名

 ３．学会等名

 ３．学会等名

 ３．学会等名

第66回地域農林経済学会大会

地域安全学会リスクコミュニケーション特別セッション，第39回地域安全学会研究発表会（秋季）

NEA(Nuclear Energy Agency) International Workshop on Post-Accident Food Safety Science（国際学会）

第29回日本リスク研究学会年次大会

関谷直也

Sekiya Naoya

関谷直也

関谷直也・則藤孝志・小山良太・中村陽人

 ４．発表年

 ４．発表年

 ４．発表年

 ４．発表年

 １．発表者名

 １．発表者名

 １．発表者名

福島県農水産物流通におけるリスクコミュニケーション

Consumer Behaviors and Countermeasures:Social Amplification of Risk after Accident at the Fukushima Nuclear Power Stations
of Tokyo Electric Power Company

東京電力福島第一原子力発電所事故後の学校給食における福島県産食材利用の実態と課題

東京電力福島第一原子力発電所事故後の農産物流通に関する事業者調査

 １．発表者名



2017年

2017年

2016年

2016年

 ２．発表標題

 ２．発表標題

平成28年度河川情報シンポジウム（招待講演）

第15回都市水害に関するシンポジウム，土木学会西部支部・地域防災研究会（招待講演）

 ３．学会等名

 ３．学会等名

 ３．学会等名

 ３．学会等名

関谷直也

関谷直也

関谷直也

関谷直也

看護研究学会，東京都看護協会（招待講演）

東海圏減災研究コンソーシアム第４回シンポジウム・ ふじのくに防災フェロー養成講座，2016年度シンポジウム 現代における防災実務者
育成の重要性（招待講演）

 ２．発表標題

 １．発表者名

 ４．発表年

 ４．発表年

 ４．発表年

 ４．発表年

 １．発表者名

平成27年9月関東・東北豪雨における災害情報の伝達と避難行動：避難行動と情報入手の実態

東京都の災害対策を何から考えるか、その時、私達に何ができるの？－東京都直下型地震－

文化系の防災教育―人をみる／思想をつくる2016年度シンポジウム 現代における防災実務者育成の重要性，2017.3.18

大規模水害の避難行動―東北･関東豪雨水害を教訓に､首都圏などでの大規模水害対策を考える―

 １．発表者名

 １．発表者名

 ２．発表標題
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 ２．発表標題
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 ３．書名
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 ４．発行年

2016年度日本建築学会大会

2016年度日本建築学会大会

 ３．学会等名

 ３．学会等名

松本武士・廣井悠・福和伸夫

斉藤健太・廣井悠・福和伸夫

 １．発表者名

 １．発表者名

 ４．発表年
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空間経済学に基づく福島県における産業復興政策の人口流出抑制効果の分析

空き家の活用による災害後の仮住まい住宅の確保に関する研究－疎開シミュレーションを用いた量的検討－
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『原発災害下での暮らしと仕事－生活・生業の取り戻しの課題』（「風評被害の構造５年目の対策」を分
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『戦略思考のリスクマネジメント』（「防災対策と風評被害への対処」に掲載）
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